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地方環境研究所の現状と今後の役割

福島県環境センター所長 石 井 常 雄

昨年度まで全国環境研協議会の企画部会長を２
年間務め，本年度からは北海道・東北支部長を務
めております。この間，当協議会の理事会，総会
等にて，意見交換等での話題は，調査研究費の財
源の確保，分析機器の老朽化，人員の削減，団塊
世代の退職に伴う分析技術の低下，業務のアウト
ソーシングによる業務縮小など，マイナス要因が
取り出されており，地方環境研究所（以下「地方
研」）の存在自体に危機感が漂っております。こう
した状況は今まで体験したことがないことでどう
克服すべきか，大きな課題であります。
しかし，地方研の責務としては，従来から行っ

ている行政機関への分析結果の提供，科学的・技
術的な支援，分析技術の確保，データの解析など
が挙げられます。これらから得た成果は，紙媒体
等を通して行政機関をはじめ地域の自治体に提供
し，そのことが地方研の果たしてきた役割ともい
えます。
一方，地方大学では，特徴ある大学形成に向け

た自立・共生などをテーマとし，地域に根付いた
構想を構築し，産・学・官・民との連携を図るな
ど，従来では考えられない動きになっておりま
す。それには，国の動きなど様々な要因がありま
す。そこで，これらを踏まえ地方研としての役割
を再構築する場合，今まで蓄積された分析技術等
の資産を活用し，前進することではないかと考え
ます。
ここで，当センターの現状などを紹介し，今後

の役割について考察したいと思います。
当センターは他の地方研と同様に，全国的に公

害問題が発生した時期に設置された施設で，現
在，職員数が２０名と地方研の中では小規模な機関
に類するところであります。業務は，環境行政に
反映される調査分析と科学的・技術的に行政機関
を支援する中核組織として設置された施設であり
ます。
主な仕事は事業者向けの環境教育学習，環境監

視および調査研究に伴う分析を行っており，具体
的には典型七公害に関する調査分析のほかに，ダ
イオキシン類，環境ホルモン等の微量化学物質の

調査分析を行っております。また，調査研究テー
マとしては，福島県のほぼ中央に位置する猪苗代
湖の湖水が pH上昇により，中性化へ進んでいる
傾向にあり，その要因を探るために，平成１４年度
から地元大学である日本大学工学部との共同研究
を行い，これまでの研究成果を県民向けに発信し
たところです。
こうした活動の情報発信は，各地方研ではすで
に実施していると思いますが，地元大学・NPO
法人・市町村・産業界の連携・協力体制により共
同研究発表会を行いました。今までは各種学会な
どで研究成果を発表していましたが，これを産・
学・官・民との連携により行ったことは，当機関
では初めての取り組みであり，貴重な経験をした
ものと考えています。今後の地方研に求められる
ものとして，調査研究の成果を学会等で発表する
ことは，当然の責務であり，各種調査分析により
得た成果についても県民に広報し，県民の安全で
安心に繋がる業務を推進することが必要でありま
す。
そのためには，一方通行の情報提供に止まら
ず，産・学・官・民共通の調査研究テーマを設定
し，各分野での役割を明確にし，ともに連動し，
ともに学び成長するような体制を構築し，地域社
会と協調していくことにより，今までとは違った
社会還元ができると考えております。
一方，地方研においては，調査研究機関として
の専門性を確保し，調査研究の分野における分析
技術の確保が求められており，精度管理技術の研
修等へ積極的に参加することは，人材育成するう
えで必要なことと考えます。
また，分析機器の更新については，各県が取り
組んでいます産廃税あるいは森林環境税などとの
組み合わせにより機器を整備することが考えられ
ますが，税の目的とする調査研究に反映させ，か
つ成果を上げることが重要であります。
最後に，地方研が抱えている課題はそれぞれ異
なっておりますが，その果たす役割を再考し，段
階的に実行に移し，真の実践活動に繋がる調査研
究機関を目指すべきものと考えております。
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